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２０１８年２月定例会 本会議質疑と当局答弁 

2018 年 2 月定例会の本会議質疑が２月２８日～3 月 6 日まで行われました。日本共産党から７名

の議員が本会議質疑を行いました。その質問と答弁を日本共産党市議団による音声をもとに文書化

したものを紹介します。また、北九州市議会ＨＰで中継録画がご覧になれます。正式には、６月議会で

今回の議事録が公開されます。 

２０１８年３月１日（木） 

◎石田康高議員 代表質疑（９０分） 

 
１、市民に多大な影響をもたらす国政問題への対応について 
 ①安倍内閣が狙う９条改憲が、国民と市民に何をもたらすか 
②原発再稼働に対する市長の態度について 

２、人口減と雇用対策について尋ねます。 
①減退する人口・雇用・市内経済活動の要因について 

②地域再生のため、今、何をなすべきかについて 
３、国民健康保険の県単位化について 
①国の財政支援拡充を理由に、 

一般会計の繰入金額を３１億円も減額したのは何故か 

②県下自治体の保険料の均一化と、医療費抑制について 

３、議案第 65号・地方独立行政法人 

北九州市立病院機構の定款等について 
 ①新八幡病院の診療機能の改善について 
４、中小企業対策の内、住宅リフォーム制度について 

５、公共施設マネジメントについて 

①使用料等の引き上げについて 

②計画推進は、情報公開と市民の理解を得ながら丁寧に進めるとしているが、その実態

は真逆となっていること 

６、折尾地区総合整備事業について 

①ＪＲ連続立体交差事業についてです。 

②本事業による活性化の肝、駅周辺の活性化策について 

③事業進展による安全対策について 

７、（仮称）平和資料館について 

 
石田康高議員への答弁 
■市長（憲法改定について） 
 （玄海原発について） 

 （人口減と雇用対策について） 
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 （折尾駅高架化に伴う高架下の土地利用について） 

■企画調整局長（人口減対策） 
 （公共施設マネジメント・使用料の見直しについて） 

 （計画策定段階から市民とともに推進する体制を、という点） 

■保健福祉局長（国民健康保険の県単位化について） 
■病院局長（市立病院の独法化について） 
 （新八幡病院の診療改善について） 

■建築都市局長（住まいの安全・安心事業について） 
■総務局長（平和資料館について） 
 
 ＜以下、第２質問以降の答弁＞ 

■市長（憲法９条についての思いは） 
■産業経済局長（高崎市の商店街空き店舗対策を何度も紹介してきたが、検討されたのか） 
■産業経済局長（比較して、検討したのかと聞いている。お答えください） 
■産業経済局長（高崎のことを学んだのか） 
■産業経済局長（もっと素直になって検討すべきではないか） 
■病院局長（市立病院の独法化、市立大学のように独法化でほとんど議会で論議できなくな

るということはないように、について） 
                             以上 
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２０１８年２月定例会 本会議質疑と当局答弁 

２０１８年３月１日（木） 

◎石田康高議員 代表質疑（９０分） 

 私は、日本共産党市議団を代表して、市長に質問します。 
 最初に、市民に多大な影響をもたらす国政問題への対応について、尋ねます。 
 第１に、安倍内閣が狙う９条改憲が、国民と市民に何をもたらすか 

2015 年６月議会で市長は、安保法制に対する私の質問に対し、「我国の安全保障に係わる

重要な法案であり、政府は国会で慎重かつ丁寧な議論をしていただきたい」「政府は法案の

必要性や国民生活への影響などについても、広く国民に説明し、理解が得られるような手だ

ても併せて考えていく必要があるんではないかと考えております」と答弁しました。 
しかし、国会での議論は、答弁不能を含む審議中断が 200 回以上も繰り返えされ、広く

国民に説明するどころか、過半数の国民の反対の声を無視し、審議不十分なまま、９月 19
日、採決を強行しました。 
そして今日、憲法９条そのものを変えようとしています。 
憲法９条に自衛隊を書き込むと、平和憲法は変質し、憲法違反の安保法制を憲法が容認す

ることとなり、９条で守られてきた日本の平和も自衛隊員の命も奪われることになります。 
平和なくして国民の暮らしも、地方自治体の役割も守れません。 
市民の命、安全、平和を守る責務を負い、憲法の遵守義務を負う市長は、９条改憲に、全

市民の代表として異を唱えるべきであります。答弁を求めます。① 
 

 第２に、原発再稼働に対する市長の態度について尋ねます。 
 広島高裁は 12月 13日、四国電力伊方原発３号機の運転差し止めを命じる決定を下しまし

た。 

野々上裁判長は「阿蘇山（熊本県）の噴火で火砕流が原発敷地に到達する可能性が十分小

さいと評価できない」などとし、火山災害による重大事故のリスクを指摘しましたが、高裁

レベルの差し止め判断は初めてであります。 

阿蘇山から伊方原発は130㎞、同じく玄海原発も 130㎞であり、玄海原発３号機の再稼働、

４号機の再稼働も準備されている時、事故が発生すれば、本市に多大な影響をもたらす重大

問題であります。 

これまで市長は、「国民の多くが脱原発を望んでいることは心情的に理解しており、長期

的に考えて原発依存度を低減させていく方向性が望ましい」「一方、国民生活や産業活動へ

の影響を考えると、直ちに原発をゼロにすることは慎重な分析、対応が必要であり、自然再

生エネルギーが、経済性や安定性において、すぐに原発に取って代われるものではなく、原

発を含むエネルギー政策は、国家運営の基本だ」と答弁してきました。 

つまり、原発問題は国家が責任を持つものであり、政府の選択と国民への説明を見守るの

が自治体の姿勢であるとの立場ですが、それで良いのでしょうか。 
昨年の夏、最も電気を消費するピーク時の使用量が、福島原発事故前の夏に比べて、約
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15％減ったと言われており、減少幅は原発 26 基分に匹敵します。  
原発がなくても電気は不足していません。 
今こそ、放射性廃棄物の処理もできない現状を直視し、市民の命と健康を守るべき市長が、

再稼働中止の意思を表明すべきです。答弁を求めます。② 

   
さて、市長は本市の現状について、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」による地方創生

に取り組み、外国人観光客数や北九州空港の利用客数が過去最高となり、小倉都市部の商業

地の地価が上昇に転じている。 
洋上風力発電関連産業の総合拠点化、介護ロボットを活用した先進的介護の実証、北九州

空港将来ビジョンの着実な推進など、本市の未来を切り拓く戦略的なプロジェクトが、今ま

さに「かたち」を見せようとしている。 
今こそ、この流れを加速し、地方創生の成功モデルの実現を図り、「環境」と「ものづく

り」という本市の強みを活かした産業振興を進め、「住みよさ」や「まちのにぎわい」を更

に充実させ、市民の誰でもが安心して活力ある暮らしを送ることができる豊かな未来を築く

時だと述べました。 
そのために、本市が取り組むべきテーマとして、①にぎわいを創出し、新しいひとの流れ

をつくる。②魅力あるしごとを創出し、活力あるまちをつくる。③安心して子どもを生み育

てることのできるまちをつくる。④誰もが安心して暮らせるまちをつくる。４つの柱を掲げ、

2018年度予算案を提案しました。 

2018年度予算案は、キャッチフレーズを「豊かな未来に向け、ＧＯ! ＧＯ!北九州市躍進

予算」と銘打ち、一般会計 5,630 億 100 万円、前年度比 0.0％増、特別会計 4,019 億 9,290

万円、同 28.9％減、企業会計 2,407 億 3,938 万円、同 87.5％増、総額１兆 2,057 億 3,328

万円、同 4.0％減としています。 
市長が述べた本市の現状認識、進もうとする方向が、市民の期待に応えるものとなってい

るのか検証し、尋ねます。 
最初に、人口減と雇用対策について尋ねます。 

 本市の日本人の転出超過は、2014年が 2,483人、15年が 3,088人、16年が 2,623人、2017

年も 2,248人と４年連続で全市町村（1,719）の最多となりました。 

 市長は１月 31日の記者会見で、「かつて１万人超過という時期もあったが、最近は改善傾

向にあり、市内に就職する若者の奨学金返済を支援する制度創設など、地方創生の取り組み

を続けており、転入超過の目標は道半ばだが、ここ２年間の改善傾向を見ると、一定の成果

は上がりつつある」「１年後には、社会動態をプラスにする目標に大きく前進する事を願っ

て努力を続ける」と述べました。 

 本市の 2016年と 2017年の日本人の社会動態は、転入者は 23,604人が 24,173人に、転出

者は 26,227 人が 26,421 人にと、転入者は 569 人・2.4％増、転出者は 194 人・0.7％増で、

様々な施策が一定、効果をもたらしているかに見えます。 

一方、北橋市政スタートからの自然動態は、2007年の 1,058人減が 2017年は 3,862人減

と 3.7倍まで増加しています。 
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社会動態のプラスを目指し、自然動態の大幅減少を改善するためには、その要因を把握し、

雇用対策の抜本的対策などが必要であります。 

そこで、２点、尋ねます。 

１点目は、減退する人口・雇用・市内経済活動の要因についてです。 
北橋市政の下で、雇用、人口、工業、商業、市民所得はどう変化したのか。 

当局は、新成長戦略による 2013 年度から 2016 年度の雇用創出実績が 17,683 人だと報告

していますが、これは単純に新規雇用数を合計しただけであり、本市の雇用が増加している

のではありません。 

国勢調査による市内雇用数は、2005年の 357,031人が 2015年は 342,050人へと、10年間

で 14,981人・4.2％減少しています。 

発表されている統計資料で 2007年から 2014年の推移を見ると、製造品出荷額等は 1,850

億円・8.0％減、工業・現金給与総額は 434 億円・15.1％減、小売業販売額は 1,773 億円・

16.3％減。 

2007年から 2015年の勤労者一世帯当たり年平均一ヶ月実収入は 16,463円・3.6％減、2008

年から 2016年の一人当たり課税対象所得は、対納税義務者で 48,000円・1.5％減。 

その結果、人口は 2018年１月末で 960,047人となり、2007年から 10年余で、37,430人・

3.8％減少しました。 

本市再生には、その要因を明確にし、適格な対策を講じなければなりません。 

2015 年２月、ＮＴＴデータ経営研究所が発表した「何故、人口流出超の大都市が増えて

いるのか」の分析結果では、転出超の典型例は、北九州市、静岡市、浜松市、その共通要因

は、「いずれも製造業が盛んな都市であり、製造業の海外移転を反映して雇用吸収力が低下

した」「近隣に更に大きな都市があるため、進学・就職年代が転出超となっており、北九州

市にとっての福岡市、静岡市にとっての東京圏、浜松市にとっての名古屋市がこれに当たる」

と指摘しています。 

指摘通り、本市大学、高校３月卒業者の市内就職率を 2013年と 2017年で比較すると、大

学は 23.3％が 20.8％に、高校は 60.9％が 58.1％に減少しています。 

 又、データ九州による市内企業の 2016年までの海外進出を見ると、安川電機 68件、ＴＯ

ＴＯ49 件、山九 31 件、黒崎播磨・三井ハイテック 17 件、高田工業所７件、ゼンリン４件

など、276件にもなっています。 
国際貢献・交流は否定しませんが、海外進出による市内生産活動の縮小や、雇用吸収力の

低下は看過できない重大なマイナス要因であります。 
街の衰退を示すデータと、その要因について、市長の答弁を求めます。③ 
２点目は、地域再生のため、今、何をなすべきかについてです。 
本市は、2015年 10月策定のまち・ひと・しごと創生総合戦略で地方創生に取り組んでい

ますが、その進捗状況はどうでしょうか。 

2016年度の総括では、「市内新規雇用者数は 2019年度の目標 20,000人に対し 11,888人」、

「小倉駅新幹線口年間集客数の目標 300 万人に対し 344 万人」「外国人観光客数の目標 40

万人に対し 34.9万人」等は、順調に実績が上がっている。 
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一方、「市内大学生地元就職者数目標 1,200人に対し 812人」「首都圏からの本社機能移転

等目標30社に対し９社」「本市への誇りや自信がある市民の割合は目標80％以上に対し58％」

と、目標との乖離があり、今後、その要因の分析と共に、課題を整理し、新規取組の検討等、

改善を図っていくとしています。 

2018 年版住みたい田舎ベストランキングで、本市は総合部門とシニア世代部門で第１位

となりましたが、市民一人ひとりが、その実感を持っているでしょうか。 
地域再生と持続可能性は、人がそこに住み続けられるかどうかに尽きます。 
そのためには、働く場があり、生活できる所得が得られ、保育や教育など子育て支援、高

齢者福祉などの公共サービスが受けられる環境があるかどうかです。 
本市の現状は、その全てが不十分と言わざるを得ません。 
子育て支援、高齢者福祉も、国の削減計画に従うだけで、極めて不十分。 
我党が提案してきた、ブラック企業対策や公契約条例の制定、小規模企業振興基本法や中

小企業振興条例に基づく抜本対策や、中学３年生まで乳幼児医療助成制度の拡充、高齢者福

祉の改善など、市民の願いに応える計画に転換すべきです。 
そして、人口と雇用の減少、地域経済の再生対策の基本を、雇用吸収力が一番高く、市民

生活に欠かせない医療・介護・福祉分野、市内企業の 98％を占める中小企業分野の対策に

重点を置くべきであります。答弁を求めます。④ 
 
 次に、国民健康保険の県単位化について、尋ねます。 
国民健康保険の財政運営責任主体を都道府県とする制度が始まります。 

2018年度、国の保険者への公費による財政支援は、財政調整交付金の実質的増 

額に800億円程度、医療費適正化への取組み等への支援額に800億円程度とされていますが、

県は公費収入と福岡県全体の医療費を試算し、一人当たり納付金額、標準保険料率を本市に

通知しました。 

納付金額の激変緩和措置と、国費の余剰活用による調整後に示された一人当たり納付金額

は 125,930円となりました。 

提案された 2018年度本市国保会計予算は、県が行う納付金額上昇幅を 0％にする負担緩

和措置により、保険料は据え置くこととし、保険料の法定軽減制度の改正、保険料賦課限度

額の引き上げに伴い、一人当たり保険料を医療分 53,523円、支援分 19,080円、介護分 20,272

円と見込み、合計 120円減額としています。 

その結果、応益割保険料は、医療分、支援分、介護分合計で 4,270円の引き下げ、５月に

決まる所得割での変動はあるものの、年収 200万円・40歳以上の夫婦・子供２人の給与収

入世帯では 4,280円の引き下げとなり、私の試算では、40歳以上で所得割賦課世帯の保険

料は、約 8,000円の引き下げとなります。 

そこで、２点、尋ねます。 

１点目は、国の財政支援拡充を理由に、一般会計の繰入金額を 31億 5千万円も減額した

のは何故か。 

2017年度の一般会計繰入金は 143億 9,700万円、その中には、法定軽減分、出産育児一
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時金、職員給与費等、国の財政安定化支援事業が含まれており、保険料軽減などのための本

市独自の繰入金は、30億 4,426万円です。 

2018年度予算の一般会計繰入金は 112億 4,700万円、内、保険料軽減などのための本市

独自の繰入金は 10億 8,188万円で、19億 6,238万円も削減しています。 

削減をしなければ、一世帯当たり約 14,000円の減額ができます。 

保険料軽減に努力すると明言した市長の答弁を求めます。⑤ 

２点目は、県下自治体の保険料の均一化と、医療費抑制についてです。 

都道府県化の最終目標は、県下自治体の保険料の均一化です。 

しかし、所得水準、医療費水準が各自治体で異なるがゆえに、保険料に差が出るのは当然

であり、均一化すれば、矛盾が激化します。 
保険料の均一化を機械的に行えば、保険料の負担軽減のため一般会計の繰り入れをしてき

た保険者の努力が、均一化の邪魔となる標的とされ、保険料の引き上げになりかねません。 
更に、保健医療圏における医療資源の管理を担っている県が、医療費削減を目 
的に、病床数の削減を狙っていることは、これまでも指摘してきました。 

加入者の命と健康を守ることは、自治体の責務であり、使命です。 
その責務を無視し、県下自治体の保険料の均一化や、医療ベッドの削減を行えば、健康

破壊にも連動します。 
市民の命と健康を守るため、異議を唱えるべきです。答弁を求めます。⑥ 

 
次に、議案第 65 号・地方独立行政法人北九州市立病院機構の定款及び、55 号・評価委員

会条例について、尋ねます。 
この議案は、市立医療センター、八幡病院、看護専門学校を独法化するためのものですが、

様々な問題点を含んでいます。 
我党は独法化により、議会の関与が大幅に後退し、空洞化する問題や、病院事業の改善に

逆行する問題を指摘してきました。 

議会の関与について当局は、「市立病院が担う医療等を明記する中期目標の策定、中期目

標の達成に向けて法人が作成する中期計画の認可は、議会の議決が必要だ」「独法化後も、

業務実績や評価結果を毎年度議会に報告し、これまでと同様、議会の御意見を伺いながら市

立病院の運営をしていく」「予算、決算も、政策医療等の実施に必要な一般会計からの財政

措置は、これまでと同様、議会で御審議をいただく」と答弁してきました。 

あたかも、議会の関与は変わらないとの答弁ですが、そうでしょうか。 

独立行政法人化により、議会の関与は大きく変わります。 

第１に、予算、決算の議会議決は不要となり、法人が策定する中期計画・目標、業務実績

の報告書が出るだけで、議会議論を通じて執行される病院事業への関与は極端に減少する。

それは市立大学の独法化以降の実態が証明しています。 

第２に、小児救急センター、医療センターの周産期医療など、本市の優れた医療体制は、

議会議論と関与が病院行政を動かしてきたものである。 

第３に、独法化は、柔軟で機動的な病院運営が可能な仕組みであり、職員の働きやすさや
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モチベーションの向上が図れると言いつつ、賃金を含め、労働条件の改悪が前提となってお

り、実態は真逆です。 

病院はマンパワーが最も求められる職場であり、医療スタッフ不足を解消し、労働条件を

改善することこそ病院局の責務ではないのか、答弁を求めます。⑦ 
  
次に、新八幡病院の診療機能の改善について尋ねます。 
2013年９月議会で我党は、新八幡病院の診療機能改善について、小児救急センターは、「看

護単位の改善」「外来診療体制と 100病床の確保」「救急処置室の改善」、病院全体は、「手術

室、集中治療室等の配置場所、ＣＴ検査室の配置改善」「駐車台数の拡大」「医療スタッフの

確保」等、６項目を提言しました。 

病院局長は、その提案を前向きに検討すると答弁してから４年半が経過し、新病院の開業

も近づきましたが、検討結果はどうなったのか。 

又、要望していた「総合療育センター等との連携」「国立成育医療研究センターを参照に

した小児科病棟」「図書室と医療図書の配本、図書司書の配置」「ＣＴ検査室の救急フロアへ

の配置」について、答弁を求めます。⑧ 

 

次に、中小企業対策の内、住宅リフォーム制度について尋ねます。 

新年度予算案に、空き家の増加を抑制するために、耐震性を有する既存住宅を購入、又は

賃借し、自ら居住するために実施するエコ、子育て、高齢化対応のリフォーム工事に特化し

た「住まいの安全安心・流通促進事業」をとして 4,000万円が計上されました。 

耐震改修補助は別事業で本事業と併用可能ですが、従来のリフォーム制度から見ても、制

度適用はより制約されます。 

2016年度、補助件数 2,192件、補助額 1億 8,566万円で 42億 2,645万円の総工事費、波

及効果 22.8倍をもたらした本市の住まい向上リフォーム促進事業と比較し、カバーできな

い事は明確であります。 

中小企業対策の一環として 2011年６月議会での議会議決に基づき５年間実施してきた住

宅リフォーム制度の評価と共に、リフォーム全体に使える制度に改善すべきです。答弁を求

めます。⑨ 

 

 次に、公共施設マネジメントについて、２点、尋ねます。 

１点目は、使用料等の引き上げについてです。 

我党は、昨年の９月、12月議会で、公共施設使用料等の引き上げは、市民負担を大幅に

増やすもので、「公の施設に対する自治体の責務」「公平性を理由に利用する者に負担を押し

付ける事の間違い」「年長者減免の見直しは、これまでの減免目的の趣旨をゆがめるもの」

と指摘し、撤回を求めました。 

ところが今年２月９日、各常任委員会での報告資料が取りまとめられ、各施設毎の引き上

げ案が示されましたが、様々な矛盾が露呈した内容となっています。 

第１に、使用料等の引き上げにより、利用者数が大幅に減少する事が想定される施設もあ
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り、利用者の拡大を目指す市の方針に反する。 

第２に、住民の福祉増進を目的に設置された公共施設の利用を抑制する使用料等の引き上

げは、公共施設の設置目的に反する。 

第３に、高齢者減免制度を５割負担から３割負担へ見直しましたが、温水プールを健康維

持のため月 10回利用する高齢者は 1,800円の新たな負担となり、利用回数を減らさざるを

得ない方々が多くなり、減免制度の趣旨に反する。 

第４に、市民に丁寧に説明し、理解と協力を求めると言いながら、パブリックコメントに

寄せられた227名の市民と団体から361件の意見以外は、市民説明会、講演会での参加者は、

延べ 29回 873人に過ぎません。  

市民の理解を得る取り組みも不十分、その一方で下関北九州道路建設や赤字の大型箱物へ

の税金投入を続けるのでは、更に、市民の協力は困難であります。 

指摘した問題点について、答弁を求めます。⑩ 

２点目は、計画推進は、情報公開と市民の理解を得ながら丁寧に進めるとしているが、

その実態は真逆となっていることです。 

計画の説明・推進を通じて、関係市民の意見・異議に対して、「もう決まったもの」と切

り捨てはなりません。  

さいたま市のマネジメント責任者・西尾真治氏は、その経験を論文としてまとめ、「迅速

で効果の高い取り組みにつながる最大のポイントは、市民、議会、庁内にわたる合意形成で

ある」「公共施設の老朽化を巡る状況は深刻であるが、「あるべき論」を振りかざすだけでは

反対や抵抗を誘発し、結局、遠回りをすることになる」「取り組みの各段階において、常に

「合意形成」に気を配り、市民と共に着実に推進していくことが重要である」と述べていま

す。 

つまり、計画を進める要は、計画を策定した後に市民の理解を求めるような後追いの取組

みではなく、計画の策定段階から市民に広くＰＲすると共に、計画の策定・実行のプロセス

そのものに市民を巻き込み、市民と一緒に考え、市民と一緒に推進していく体制を作ること

であると述べている事は、紹介してきました。 

この優れた経験に何故、学ばないのか、答弁を求めます。⑪ 

 

次に、折尾地区総合整備事業について、尋ねます。 

１点目は、ＪＲ連続立体交差事業についてです。 

2017年度、人件費や資材単価高騰、施工条件による工法見直し等により、事業費が 350

億円から 487億円に、137億円・39％もの異常な増額となり、折尾地区総合整備事業全体の

2018年度予算が 67億 9,450万円計上されました。 

内、ＪＲ連続立体交差事業は、40億 7,980万円ですが、これまでも指摘してきたＪＲへ

の委託事業について、事業内容と金額が妥当なのか、是正すべき点はないのか、再検討、再

協議をしてきたのでしょうか。 

今議会に、ＪＲへの委託事業の変更議案が提案されていますが、いずれも当初計画が精査

されていれば変更をしなくても良い内容です。 
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改めて、ＪＲへの委託事業の精査を要求し、答弁を求めます。⑫ 

２点目は、本事業による活性化の肝、駅周辺の活性化策についてです。 

連続立体交差事業は、総額 487 億円に変更されましたが、ＪＲの負担は 47 億円、一割以

下であります。 

これまでも指摘したように、本事業でＪＲ所有となる高架下の土地は、駅前の一等地約１

万６千㎡、短絡線跡地を含めれば２万㎡以上となり、その利用計画をＪＲに明らかにするよ

うに指摘してきました。 

その後のＪＲとの協議状況、明らかになった内容、今後の方向について、答弁を求めます。

⑬ 

３点目は、事業進展による安全対策についてです。 

新駅舎の完成は2020年度、街路事業も 2025年度には当初計画は完了するとしていますが、

その工事による道路構造や建物の移転等で、街が大きく変わり、新しい交差点や、主要道か

らの枝道路への進入道路も変わっています。 

しかし、施設への案内板はあるものの、夜間照明もなく暗い場所が増加し、事故等を誘発

しかねないと苦情も寄せられています。 

全道路の点検と、改善を求めます。⑭ 

 

最後に、（仮称）平和資料館について、尋ねます。 

 本年１月 11日に、（仮称）平和資料館の基本計画案が発表されました。 

「市民の戦争体験や当時の暮らしを物語る資料等を保存・継承していく施設」「戦争の悲

惨さや平和の大切さ、命の尊さについて考える機会を提供する施設」をコンセプトとし、「戦

時下の市民の暮らしや戦後、復興を果たした‟まち”の姿を伝える」「市民の戦争体験や当時

の暮らしを物語る資料等、戦争の記憶を‟うけつぐ”」「北九州の戦争の記憶に触れて、ふる

さとを愛する気持ちを‟はぐくむ”」「人々の交流の輪、資料館の活動・魅力を‟ひろげる”」

を目指すとしています。 

施設規模・構造は、約 800 ㎡・ＲＣ造・平屋建て、2018 年度に設計業務、2019 年度に着

工し、開館時期は工事の進捗状況で判断するとしています。 

基本計画案を評価した上で、改善すべき機能について、提言します。 

一つは、戦後の日本を象徴する憲法を、子供たちの教科書を含め、国民に伝えられてきた

史実を、当時の資料を集めて、展示する事。 

二つは、京都市の立命館大学国際平和ミュージアムの施設を参考に、平和のＴシャツやバ

ッジなどの制作・展示・販売、そして、図録「放射能と人類の未来」や、平和を損なう戦争

が何故、起きたのか、国際的に認知された史実を、多くの市民が学べる場所にする事を求め、

最初の質問を終わります。⑮ 

 
石田康高議員への答弁 
■市長 
 （憲法改定について） 
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 まず憲法改正の問題。日本国憲法は昭和２２年５月３日に施行され、７０年以上が経過し

た。これまで国防、安全保障、国民の権利・義務など様々な論点において議論が行われてき

た。憲法に対して様々な立場から様々な主張が唱えられ、論議が深まることは民主主義の原

則からしても好ましいことではないかと思っている。 
 またそうした個々の主張がありながらも、憲法のあり方については最終的には国民一人ひ

とりが判断するものだ。国における憲法論議の内容があらゆる機会を通じて国民によく周知

され、国民的な論議につながることは否定すべきものではないと思う。 
 憲法９条の議論はいうまでもなく、国民にとって極めて重要なものだ。国においては憲法

論議の内容があらゆる機会を通じて国民に周知され、改憲の必要性や国民生活などへの影響

について広く国民の理解が得られるよう取り組みを進めていただきたいと考えている。 
 市長という立場にある自分としては、憲法９９条にある通り、公務員はこの憲法を尊重し

擁護する義務を負うとの規定を遵守すべき行動規範と受け止めている。従って、憲法が掲げ

る国民主権、平和主義、基本的人権の尊重の３原則を尊重し、かつこの原則に従って市政運

営の職責を果たしてまいりたいと考えている。 
 （玄海原発について） 

 これまでも議会で答弁してきたとおりだが、福島原発の事故を経験して国民の多くが脱原

発を望んでおり、長期的に見た場合原発依存度を軽減させていく方向が望ましいのではない

か、このように考えている。ただ一方で、国民生活や産業活動に与える影響を考えると、直

ちに原発をゼロにすることは慎重な対応が必要であること、原発の代替エネルギーとして期

待される再生可能エネルギーが、経済性、安定性においてすぐに原発に取って代われるもの

ではないこと、以上は事実だと考える。 
 政府が策定した新たなエネルギー基本計画においては、できる限り原発依存度を低減させ

ていくとして、原子力規制委員会が策定した新規制基準に適応する原発については再稼働す

るとしている。１２月に出された広島高裁の四国電力伊方原発３号機の運転差し止め決定に

ついても、政府は原子力規制員会の判断を尊重する方針に変わりはないとしている。 
 玄海原発３，４号機については、昨年の１月、原子力規制委員会が新基準に適合している

との正式決定をした。その後、玄海町、佐賀県も再稼働への同意を表明した。さらに３号機

についても今月中の再稼働をめざし現在作業が進められている。電力会社は引き続き国の検

査に真摯かつ丁寧に取り組むとともに、安全確保を最優先に、工程にとらわれることなく慎

重に進めていくとしている。 
 一方本市では万が一、原子力災害が発生した場合を想定し、国や県と協力して情報収集、

放射線モニタリング、市民への広報、他都市からの避難者の受け入れなどを行うことなど、

地域防災計画のなかで定めている。今後も政府においては、原発の安全性の確保はもとより、

国民への説明を十分行い、理解が得られるよう努めていただきたいと考える。 
 また事業者である電力会社においては、安全確保を第一に万全を期していただきたいと考

えている。 
 （人口減と雇用対策について） 

 ご指摘のデータについては本市のみの傾向ではなく、全国的な生産年齢人口の減少、労働
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集約型産業から資本集約型産業への移行、グローバル化が進むことによる製造品の現地生産

の進展、ネット通販などＥＣ市場の拡大による小売業販売額の減少など、全国共通の傾向と

して右肩下がりとなっており、様々な要因があると考えている。 
 中でも生産年齢人口の減少は、我が国全体の構造的な問題であり本市の企業誘致や地元企

業の経済活動に大きな影響を及ぼすことが懸念されるため、労働生産性の向上が本市産業政

策の最重要課題となっている。このような中、産業政策においては市域の強みを生かして、

成長が期待される分野に積極的に取り組むことが肝要だ。 
 企業誘致では平成２５年度から２８年度までで、ＩＴ先端産業をはじめ１５３件の新規立

地、増設、約７９５億円の設備投資、２７８５人の雇用創出などの効果を生み出している。

特にＩＴ産業は、ますます拡大する需要や新しい技術サービスに対応できる技術者が不足す

る事態となっている。中でも首都圏においては、人材不足が深刻化しており、地方に進出す

る企業が増えつつある。 
 これに着目し、本市では人材確保を支援するため沖縄、山口を含む九州一円の高専、大学

など毎年３０校以上に訪問活動を行い、市内だけでなく周辺地域も含めた学校との関係構築

に取り組んでいる。この取り組みにより本市に進出したＩＴ企業から、首都圏と比べ優秀な

人材がより多く確保できていると、そういう評価もいただいている。 
 またロボット、環境、エネルギーなど様々な分野の産業クラスターの形成については、介

護ロボットを活用した先進的介護システムの創造や、風力発電関連産業の総合拠点化を進め

ている。特に洋上風力発電では、今年１月、ひびきウインドエナジー株式会社と基本協定を

締結し、今後は同社と連携して響灘洋上風力発電事業の着実な実施と、地域貢献に関する具

体的な取り組みを進めていく。 
 ものづくりに続く重要な産業である観光分野の取り組みとして、安川電機未来館、ＴＯＴ

Ｏミュージアムなどと連携した産業観光の推進、これは２８年時の産業観光客数案５７万４

０００人、前年と比べて２、７％の増加となっている。 
 また国際会議や大規模イベント誘致などのマイスの推進、平成２８年の国際会議開催件数

１０５件、これは初の全国第１０位となった。インバウンド需要の取り込みなど、観光消費

の拡大に向けた国内外のセールス強化、これは２８年、２９年度国外の旅行会社計２８２社

を訪問しているが、こういう事業を進めている。 
 こうした取り組みの結果、本市の平成２８年の外国人観光客の宿泊者数は前年比２８・

５％増の１５万６０００人だった。また小倉城、関門海峡ミュージアムなど主だった観光施

設の外国人入場者数は、いずれも前年比約２倍となるなど飛躍的に伸びている。平成２８年

度の観光動態調査では、観光消費額は対前年比３９・２％増の１４１８億円となった。 
 本市は依然として転出超過の状況が続いている。近年は改善が見られ一定の成果が上がり

つつあると感じている。今後も、グローバル社会の劇的変化に弾力的に対応し、成長産業の

育成や住よさの認知度向上など、オール北九州でこれまで以上のスピード感をもって取り組

んでいきたいと考えている。 
 （折尾駅高架化に伴う高架下の土地利用について） 

 折尾地区総合整備事業は、折尾駅を中心とした既成市街地を学園都市や北九州学術研究都
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市の玄関口にふさわしい地域拠点として再整備するため、連続立体交差事業、街路事業、土

地区画整理事業を一体的に行うものだ。 
 このうち、連続立体交差事業では平成２９年１月に鹿児島本線の架線切り替えが完了し、

現在平成３０年度末に予定している筑豊本線の高架切り替えに向けた駅周辺の工事などを

進めている。 
 議員ご指摘の高架下については、鹿児島本線では折尾駅を中心に約５８０ｍの区間、筑豊

本線では駅の北側約４００ｍの区間があり、高架下だけでも新駅舎の構内及び高架の柱を除

いた約１万６０００平方メートルの空間が利用可能となる。これらの空間については、平成

３２年度、新駅舎の完成や高架工事及び土地区画整理事業の進展に合わせ、段階的に利用が

可能となってくると考えられる。 
 現在、折尾駅周辺の高架工事等の進捗などにより、町に姿が大きく変わっていくにつれ、

地元ではまちづくりに向けた期待が高まるとともに、高架下を含めた駅周辺の賑わいづくり

や、地域全体の活性化などへの要請が寄せられている。本市としても高架下は、駅周辺に新

たに生み出される空間であることから、町の賑わいに資する活用についてどのような方策が

あるのかなどを検討しているところだが、その活用については、用地の所有者であるＪＲ九

州との協議が必要だ。 
 そこで今回、ＪＲ九州に対して地域の経済活動や町の賑わいに資する活用などへの配慮、

及び利用計画の早期公表について努力を要請したところだ。ＪＲ九州からは、事業完成後の

将来的な姿を見据え、今後、具体的な検討を開始したいとの回答を得たところだ。 
 本市としても地域の声をしっかりＪＲ九州に伝え、働きかけを強めていくとともにまちづ

くりに貢献できるような活用策を検討していいきたいと考えている。 
 
■企画調整局長 
 （人口減対策） 

 本市は、北九州市まち・ひと・創生総合戦略を平成２７年１０月に策定し、女性と若者な

どの定着により社会動態をプラスにしていき、地方創生の成功モデルを目指すための施策を

盛り込み、取り組みを進めている。この結果、北九州空港の利用者数や外国人観光客数が過

去最多となるなど、町に賑わいが増しているほか、本市の定住、移住の取り組みが全国紙な

どで紹介され、住みやすさの認知度が向上するなど成果が上がりつつある。 
 また、外国人を含めた人口の社会動態についても、平成２７年度の戦略策定以降、転出超

過の状況は約４４％改善している。一方で、市内大学生地元就職者数や首都圏からの本社機

能移転などについては、全国的に東京一極集中の流れが続いているが、目標達成に向けて引

き続き取り組んでいきたいと考えている。 
 ご指摘の中小企業支援についても、女性や若者の定借に向けて必要な施策であることから、

地元企業の理解促進や人材確保のために、インターンシップや合同会社説明会を実施するほ

か、生産性向上のためのロボットなどの新しい技術の導入支援などを行っているところだ。 
 平成３０年度予算においても、これまでの取り組みに加え市内企業への就職促進のための

九州の大学生向け市内就職魅力発信事業や、第２新卒採用促進プロジェクト、地元中小企業
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のさらなる成長を促すための中小企業成長加速化モデル事業などを計上している。 
 なお本戦略に定めていない施策についても、高齢者支援計画や元気発信子どもプラン第２

次計画、などの分野別計画において市民の要望に応えるべく対応している。今後とも地方創

生の成功モデルを目指すため、産官学金労言に住民の代表を加えたオール北九州の総力を結

集し、戦略的に地方創生に取り組んでいきたいと考えている。 
 （公共施設マネジメント・使用料の見直しについて） 

 本市では市民の安全・安心を確保し、こどもや孫の世代が安心して暮らせる地域社会を築

くため、市に必要な公共施設を安全に保有し続けることができる運営体制を確立することを

目的として、平成２８年２月に公共施設マネジメント実行計画を策定し、４０年間を計画期

間としてマネジメントに取り組むこととした。 
 実行計画では施設の集約化と効率化、資産の有効活用などとともに利用料金の見直しを基

本方針の一つとしている。これは本市の公に施設の多くにおいて使用料等の収入に対して、

維持管理、運営経費の支出が超過しており、８０％以上が市税収入等によって賄われている

という現状を踏まえたものだ。 
 厳しい財政運営の中、今後、施設の老朽化が進み管理運営コストの増加が見込まれる。市

に必要な公共施設においてサービスを持続的に提供していくためには、使用料や減免制度の

見直しが必要だと考えている。今回の見直しにあたっては幅広い意見を聴取するため、多様

な立場の外部有識者から構成される検討懇話会を設置するとともに、各自治総連合会で開催

される会議での説明、各区での市民説明会、公共施設使用料のあり方を考える講演会を行い、

延べ２９回、９７３人の市民に説明しご意見をうかがうなど、丁寧に進めることを心掛けて

きた。 
 こうした検討懇話会での検討状況や、市民説明会での議事録の概要についてはホームペー

ジに掲載するなど、情報公開を行ってきたところだ。施設運営にあたっては、効果的・効率

的な視点から、例えば現在、午前、午後、夜間の貸し出し時間を１時間単位などに見直すこ

とで、より多くの方が利用できるようにする、利用実態に即した貸し出し時間の設定、ヘビ

ーユーザーに対して回数券の割引率拡大や、回数券、定期券等の導入などを行うことで、使

用料の見直しによる負担を軽減する対策をとっている。  
 これらの取り組みによって施設の魅力向上や積極的なＰＲなどにより、利用者数の確保、

増加に努めていきたいと考えている。 
 高齢者減免については、高齢者の健康維持増進や積極的な社会参加という目的から減免を

行ってきた。本市は政令市で最も高齢化が高く、生産年齢人口の減少も続いている。この現

状を継続した場合、世代間の負担の不均衡や公共サービスの提供に大きな影響が生じる可能

性がある。１０割減免で施設を利用されていた高齢者にとって、今回の見直しは新たな負担

となるが、回数券の利用、割引率拡大や回数券、定期券等の新規導入なども、減免の見直し

に合わせて行うこととしている。 
 公共施設を将来にわたり持続的に維持していくため、高齢の利用者の方にも一定の負担を

いただくことについてもご理解をいただきたいと思っている。利益と負担による使用料や減

免制度の統一的見直しは、本市では初めての取り組みだ。市民に負担をお願いするものだが、
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公共施設におけるサービスを持続的に提供していくためには必要な政策でもあると考えて

いる。 
 今後も利用者団体や市民への周知、説明などを丁寧に行い理解を深めていきたいと思って

いる。 
 （計画策定段階から市民とともに推進する体制を、という点） 

 公共施設マネジメント等の取り組みについては、平成２６年２月に、行財政改革大綱を策

定して以降、シンポジウムの開催や市民アンケート調査、地元説明会の実施などで公共施設

マネジメントの考え方を示し、市民への周知を図るとともに意見を聞いて進めてきた。こう

した結果や、議会などの議論も踏まえ平成２７年１１月に実行計画素案を公表し、その後各

区において施設利用者や自治会関係者などに説明し意見を伺うとともに、パブリックコメン

トなどの意見をもとに平成２８年２月に実行計画を策定したところだ。 
 実行計画では、計画推進にあたって広く市民に情報を公開し、施設利用者をはじめ市民と

の対話の中で意見をいただきながら調整を図ることとし、早い段階で説明会を開催するなど

市民の理解を得ながら進めていくこととしている。このことから、公共施設マネジメントに

ついては、実行計画策定後も説明会等８４回、２１１４人の開催により市民の意見を聞くと

ともに、講演会２回、３２１人、パンフレット配布などを実施し市民周知を図っている。 
 現在、実行計画の進捗状況を的確に把握し、評価を行いながら取り組みを進めるため、平

成２９年３月に５か年行動計画を策定、公表し、ＰＤＣＡサイクルにより実効性を確保する

とともに、必要に応じて行動計画の見直しを図りながら進めている。また、実行計画の内容

についても、公共施設を取り巻く環境の変化に合わせて適宜、見直しを図る必要があること

から、１０年間をメドに計画改訂を行うこととしその中間年度を節目として計画内容の見直

しを行うこととしている。 
 今後ともマネジメントをすすめるにあたっては、施設利用者をはじめ市民の方々にわかり

やすく説明するとともに、議会や市民の意見を取り入れながら丁寧に進めていきたいと考え

ている。 
 
■保健福祉局長 
 （国民健康保険の県単位化について） 

 まず一点目は、一般会計からの繰入金を削減しなければ、保険料を１世帯当たり約１万４

０００円削減できるのではないかというご指摘だった。 
 国民健康保険の都道府県単位化の目的は、県が財政運営の責任主体となることにより、不

安定だった市町村国保財政の安定化を図ることだ。また県単位化においては、被保険者の負

担の公平性の観点から、県内保険料の均一化も進めていくこととされている。この財政の安

定化と県内保険料の均一化を進めるため、昨年１２月に策定された福岡県国民健康保険運営

方針において、市町村は赤字とされる欠損補てん等を目的のための繰り入れ、これは例えば、

保険料を下げるための一般会計からの繰り入れだが、これを計画的に削減、解消していくこ

ととされている。 
 また国の新たな財政支援、これは質問の中でも言われたが、全国で約１７００億円とされ
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ているが、これにより福岡県では平成３０年度から３年間、市町村の実質的な財政負担が、

制度改革前後で上昇することのないよう、納付金の算定において緩和措置を取ることを決定

している。 
 これらを受けて本市では、被保険者の保険料負担に配慮して平成３０年度の一人あたり保

険料を、平成２９年度と同額に据え置くこととした。実際に賦課される保険料で見ると、所

得割率を前年度と同率とした場合、４０歳以上の夫婦、子供２人、年収４００万円というモ

デル世帯で見ると、年間の保険料が９２００円、率で約２％下がる。また６５歳以上の単身、

年金収入１００万円というモデル世帯で見ると年間の保険料が１０４０円、５．４％下がる。 
こういった見込みで、被保険者の負担は軽減している。 
 このように平成３０年度予算においては、本市国保財政の安定運営と将来の県内の保険料

の均一化を見据えて、国の財政支援や県の緩和措置を活用して赤字を補てんするための繰入

額を削減し、財政収支の改善を図ることとした。 
 ２点目の、国民健康保険の県単位化の中で保険料の均一化や病床数の削減をすれば、健康

は愛にも連動する、意義を唱えるべきだ、という指摘だった。 
 福岡県では市町村間の一人あたり医療費の差が大きいうえに、各市町村の保険料が必ずし

も医療費に見合ったものとなっていないという状況のため、保険料に格差が生じている。保

険料の県内均一化にあたっては、福岡県の運営方針では納付金額の設定および医療費適正化

などの取り組みを通じて、市町村の医療費水準の平準化などを図りながら、中長期的に行う

こととされており、保険料の機械的な均一化を行うことはないと考えている。 
 また医療費の削減については、医療費が減れば市町村が負担する納付金が減り、最終的に

は被保険者の保険料負担も減るということから、本市としても医療費の適正化は収納率の向

上とともに重点的に取り組むべきと考えている。このため今後も特定健診やがん検診の受診

率向上、糖尿病などの重症化予防、こういったことに積極的に取り組んでいくこととしてい

る。 
 ご指摘の通り、今後は医療支援の管理を担う県が国保財政の責任主体となるが、県が策定

した福岡県地域医療構想の目的は、将来の医療需要の変化に対応しながら、患者の状態にふ

さわしいより良質な医療サービスを受けられる体制の構築で、病床数の削減を目的とはして

いない。 
 また国保の県単位化に向けた福岡県と県内６０市町村との協議の場である、福岡県国保運

営準備協議会、この場においても病床数の削減については議論されていないので、現段階に

おいて本市から改めて意見を述べる考えはない。 
 
■病院局長 
 （市立病院の独法化について） 

 まず市立病院の独法化について、予算、決算の議決が不要となり議会の議論を通じて執行

される病院事業への関与は極端に減少するのではないか、という点。それから、小児救急セ

ンター等優れた医療体制は議会の議論と関与が病院行政を動かしてきたのではないか、とい

う質問にまず答える。 
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 市立病院の役割だが、市民の命と健康を守る重要な拠点だ。とりわけ小児救急を含む救急、

周産期、感染症といった政策医療については、市立病院の重要な役割であり経営形態に関わ

らず今後も地域に必要な医療を提供していく必要があると考えている。 
 議会の関与についてだが、まず計画段階において市立病院が担うべき医療等を具体的に定

めた中期目標の策定、地域目標の達成に向けて法人が作成する中期計画の認可にあたって議

会の議決が必要となっている。市立病院の運営の基礎となる部分をしっかりご審議いただく

こととなる。 
 また独法化後においても、法人の業務実績や評価結果について毎年度議会に報告すること

となっており、これまで同様、議会の意見を伺いながら市立病院を運営していくことになる

と考えている。 
 病院事業と公立大学の法律上の違いだが、地方独立行政法人法では、公立大学については

教育、研究の特性が考慮され、様々な特例が定められており、病院事業と大学では法律上の

位置づけが異なっている。具体的には、法人が作成する中期計画については、病院事業では

議会の議決が必要であるのに対し大学では議会の議決が不要となっている。法人の業務実績

の評価についても、病院事業では市長が評価主体となって直接評価を行うことに対し、大学

では付属機関の評価委員会が評価主体とされている。こういった違いがある。 
 こうしたことを踏まえ、市立病院については今後作成される中期計画において、法人が担

うべき政策医療の種類・内容の他、各病院の診療方針、計画期間中の収支計画や資金計画な

どが具体的に明記されることになる。この中期計画の内容について、議会に説明し審議いた

だくことになる。 
 また業務の実績評価にあたっては、法人による自己評価、評価委員会の意見聴取など評価

の各段階で議会に報告し意見を伺っていきたいと考えている。 
 政策医療に関して。小児救急、周産期などの政策医療については、これまで有識者会議等

からの提言をもとに議会の意見を伺いながら、現在の市立病院の重要な役割だと認識してい

る。こうした政策医療は不採算部門とされており、これまで同様、毎年度一般会計からの財

政措置をいただきながら実施していくことになると考えている。そのため、政策医療につい

ては、先ほど述べた中期計画の審議や実績評価の報告に加え、財政措置の内容や実績等につ

いて毎年度、予算、決算議会でご審議いただき議会のご意見をしっかりうかがうことなると

考えている。 
 いずれにしても独法化後も、市立病院の役割、責任を果たしていけるよう引き続き議会の

ご理解とご協力をいただきながら、取り組みを進めていきたいと考えている。 
 （独法化後のスタッフの労働条件の改善について） 

 次に、医療スタッフの不足を解消し労働条件を改善することこそ病院局の責務ではないか、

という点だ。 
 独法化後の職員の労働条件だが、優秀な人材を確保し地域に必要な医療を提供するうえで

重要な課題だと認識している。そのため、他都市に先行事例をはじめ国や民間病院の状況等

を詳しく調査するなど慎重に検討を重ねてきた。 
 このうち、職員の給与については地方独立行政法人法において、国、地方公共団体の職員、
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民間病院の職員の給与等を考慮して定めることという、給与規定の原則が定められている。

この原則を踏まえこれまで調査結果等を総合的に勘案した結果、独法化後の職員の給与は全

国で１４２の旧国立病院を運営する国立病院機構の給与水準を基本とすることが適当であ

ると考えている。 
 国立病院機構の給与水準は、全国の民間病院の給与水準を参考に決定されている。また他

都市の独法化病院や、市内の急性期病院でも国立病院機構に準じた給与表を採用している病

院が少なくない。このしたことから本市の独法化後の職員の給与水準を検討するにあたり指

標となり得るものと考えている。 
 独法化後の給与制度については、こうした国立病院機構の給与水準を基本としつつ、人材

確保の点から給与月額の３％相当額を調整額として上乗せすること、法人に身分が移行する

こととなる職員に対する特段の経過措置を設けることなど、さらに職員のモチベーションの

維持、向上の観点から、勤務成績が特に優秀な職員については、標準を上回る昇給をするこ

と、病院の業績が特に良好な場合には年度末賞与を支給することなどを、法人固有の新たな

制度として併せて導入したいと考えている。 
 いずれにしても職員の労働条件は、職員の代表者である労働組合との協議を進めながら決

定していくものだ。独法化後の給与を含む労働条件は、すでに労働組合に提案し現在も協議

を進めているところだ。今後も引き続き組合と誠意をもって協議を進めながら、決定してい

きたいと考えている。 
 （新八幡病院の診療改善について） 

 新八幡病院は救急小児医療の充実と強化をはかるとともに、災害拠点病院としての機能の

強化を図ることとしている。まず、小児救急センターだが、外来の診察室を現在の５室から

７室、救急処置室を４室から８室に増設し、救急救命センターと一体的な運用を図る。入院

病床については、あらたにＰＩＣ、これは小児専用の集中治療室だが、これを８床設け重症

患者の対応を向上させるとともに、全体として１００人程度の病床を確保する予定で、こう

した状況を踏まえたしっかりとした看護体制を作っていきたいと思っている。 
 次に、病院全体について、ＣＴだが、一般外来の他救急エリア、手術室も配置する予定と

している。駐車場台数については、現在の利用状況、将来の患者数見込みなどを踏まえ、約

２００台を整備する予定だ。 
 医療スタッフの確保、とりわけ医師の確保については小児医療の充実に向け、専門医を増

員するとともにせいじんかについても大学医局への働きかけ、新病院のＰＲなどを通じて引

き続き医師の確保に努めていきたいと考えている。 
 最後に、要望事項で３点受けていた。養育センターとの連携についてだが、八幡病院の意

思の派遣、療育センターの医師との情報共有による治療方針の決定、療育センターのリハビ

リにつなげる体制など、今後もさらに連携を図っていくつもりだ。 
 小児の療養関係についてだが、個室を１８室から２４室に増やすとともに、中庭を中心と

した病棟で室内も十分な広さを確保しているほか、ファミリールームを設置するなど、子ど

もたちの憩いの空間の確保や家族とのだんらんの場の確保に努めることとしている。 
 図書室については、病院蔵書の入院患者への配本は現在でも実施しており、新病院でも継
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続して実施したいと考えている。 
 いずれにしても新病院の建て替えにあたっては、八幡病院が基本理念として掲げる２４時

間、質の高い医療を提供し市民の安心、信頼、満足していただける病院を目指すとともに、

医師、看護師等の現場スタッフにとっても働き甲斐のある新病院の実現に向け取り組みを進

めていきたいと思っている。 
 
■建築都市局長 
 （住まいの安全・安心事業について） 

 ５年間実施してきた住宅リフォーム制度の評価とともに、リフォーム全体に使える制度に

改善をという質問だ。 
 本市ではこれまで、エコや子育て、高齢化への対応を目的に住宅の断熱化やバリアフリー

化などを行うリフォーム工事に補助を行い、地元活力による良質住宅ストックの形成と活用

を促進してきたところだ。この補助事業は、平成２４年度から平成２８年度までの５年間で

約９０００件、約９億円の補助額に対し２０倍となる約１８０億円の工事が行われ、バリア

フリー化や環境配慮などの既存住宅の質の向上が図られるとともに地元経済対策にも資す

るものだったと考えている。 
 しかしながら平成２８年１０月に国の住宅ストック循環支援事業が創設されたことなど

により、本市のリフォーム補助事業は平成２８年度で終了し今年度は実施していない。国の

制度は、住宅政策の課題である既存住宅の利活用に加え耐震性能を有する住宅の省エネ性能

を向上させるエコリフォームや、バリアフリー化工事などに対する取り組みを推進するもの

だった。 
 平成３０年度は、国がリフォーム補助制度の予算要求を行っていないことから、本市にお

いて国の制度の趣旨を踏襲しつつ、本市の住宅が抱える課題に特化した新たな制度として予

算計上したものだ。具体的には、空き家の増加の抑制や住まいの安全・安心の確保に重点を

置き、補助対象を耐震性能を有する既存住宅を新たに購入、または賃借する方にしぼるとと

もに、エコや子育て、高齢化対応工事の中でも室内環境を整えてヒートショックを防止する

など、健康面にも寄与する工事に限定することとしたものだ。 
 今後の既存住宅の耐震化や断熱化、バリアフリー化などにより上質な住宅ストックの形成

と活用の促進を図っていきたいと考えている。 
 （折尾駅連続立体事業でのＪＲ委託工事の精査を改めてしてはどうか、について） 

 折尾地区総合整備事業のうち、連続立体交差事業では鉄道による市街地の分断や踏切によ

る交通渋滞等の解消をはかるため、折尾駅周辺の鹿児島本線、筑豊本線、短絡線の３つの鉄

道において、高架化を進めているところだ。平成２９年１月に、鹿児島本線高架化への仮線

切り替えを行い、大きな節目を迎えたところであり、この段階で過年度支出の精査、今後の

必要額などの検討を行った結果、全体事業費を見直したところだ。 
 平成３０年度の予算編成にあたっても、工事工程や方法の妥当性、安価な資材の選定等を

精査し、平成３０年度末に予定している筑豊本線の高架切り替え及び平成３２年度の鹿児島

本線の切り替えに向けた駅周辺の高架工事等を行う経費として、４０億７９８０万円を計上
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しているところだ。 
 加えて、ＪＲ九州とは毎月定例会議を開催し、工事の発注計画や進捗状況などについて協

議を実施するなど、ＪＲ九州発注工事に対するチェックも行っている。今後も引き続き工程

や事業費の執行管理を行うとともに、駅舎の建築工事や鹿児島本線の高架工事などにおいて

ＪＲ九州と協議を行いながら、工事費節減に努めたいと考えている。 
 （安全対策について） 

 折尾地区総合整備事業は、長期にわたる事業であり、折尾駅周辺の高架工事や道路整備の

進捗などにより、駅周辺や沿道の店舗等の移転、工事に伴う進入路の変更など地域の生活環

境に少なからず影響を及ぼすと思っている。そのためこれまでも工事による交通規制情報な

どについては、広報誌「ニュースおりお」や地域誌「ジャーナルきなみ」などでの情報発信

に加え、自治区会など地域団体への会合での説明などを行ってきた。 
 また安全対策についても、駅前広場や駅周辺の照明灯の設置や増設、危険個所への適切な

防護柵の設置などを行ってきたところだ。 
 ご指摘の点については、折尾駅前の幹線道路であり日吉台・光明線をはじめとする事業実

施中の道路について、再度安全点検をおこない必要に応じた対策を講じたいと考えている。 
今後とも引き続き、様々な機会をとらえて情報発信や事業内容などの丁寧な説明に努めると

ともに、安全対策などについても地域のみなさんの声を聞きながら取り組んでいきたいと考

えている。 
 
■総務局長 
 （平和資料館について） 

 戦後７０年以上が経過し戦争を知らない方が殆どとなる中で、戦争の記憶が風化していく

ことが懸念されている。そこで市民に戦争の悲惨さ、平和の尊さを後世に伝え、平和の大切

さや命の尊さを考えるきっかけとするため、仮称・平和資料館の検討を進めて本年１月に建

設場所や展示内容などをまとめた基本計画を策定した。 
 基本計画では展示について、市民から寄贈された資料等を基に戦争により大きく変わった

市井の人々の暮らし、町の様子、北九州を襲った空襲の被害、原子爆弾と小倉、戦後復興を

果たした街の様子、の３つをテーマにすることとしている。 
 このような戦前から戦後の北九州に関する展示を通して、来館者が当時の人々の気持ちな

どに思いをはせ、平和の大切さなどを考えるきっかけとなること、また戦後北九州が復興を

果たしたことを通して、町への誇りや愛着の心を醸成することにつなげていきたいと考えて

いる。 
 そのため展示の趣旨とは異なる、議員ご提案の日本国憲法に関する特別の展示を行うこと

は考えていない。また立命館大学国際平和ミュージアムを参考にすべきとのご提言について

は、資料館では市民の戦争体験や当時の暮らしを物語る資料などを保存・継承するため、資

料収集や展示の充実を第一としており、現時点ではＴシャツ等の製作、展示、販売は考えて

いない。 
 さらに資料館では、来館者に本市の当時の人々の暮らしを学んでもらいたいと考えており、
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広く平和についての国際的な史実を学ぶ場とすることも考えていない。来年度は、予算案を

認めていただければ、基本計画に基づき設計業務に取り組むこととしている。戦争の悲劇や

市民の暮らしを後世に伝える最後のチャンスととらえ、引き続き資料館の建設に向けて鋭意

取り組みを進めていきたいと考えている。 
 
 ＜以下、第２質問以降の答弁＞ 

 
■市長 
 （憲法９条についての思いは） 

 憲法９条は、様々なご指摘、評価、意見表明が専門家からも国民からもあるが、戦後の日

本をめぐる内外の情勢の厳しい変化にも対応して、平和主義でやってこれたといいう意味に

おいて大きな役割を果たしてきていると、個人的には思っている。 
 
■産業経済局長 
 （群馬県高崎市の商店街空き店舗対策を何度も紹介してきたが、検討されたのか） 

 空き店舗対策については非常に深刻な問題だと受け止めており、ことしもいろんな制度を

拡充している。商店街以外にもいろんな補助制度を使えるようにとか、２階にも使えるよう

にとか色んな商業者のとの話をさせていただいているところだ。 この１年間、わたしも商

業者の方と密に連絡を取り合うようにして、３月も２度ほど、議会中ではあるが、チュウシ

ョウエンだとか、魚町、京町、旦過の方たちと勉強会をやるようにしていて、商業者のこと

については一生懸命取り組んでいるところだ。 
 
■産業経済局長 
 （比較して、検討したのかと聞いている。お答えください） 

 他都市のことについても勉強した上でのことだ。 
 
■産業経済局長 
 （高崎のことを学んだのか） 

 高崎の事例についても勉強したうえで、色んな商業者の方とお話をしたうえで、リノベー

ション事業であるような補助を使わなくてもできり色んな取り組みをしていて、若松や門司

港のいま展開しているところだ。 
 
■産業経済局長 
 （もっと素直になって検討すべきではないか） 

 もちろん、議員の皆さんからの意見についても真摯に受け止めて、そのこともくみとめた

うえで、商業者のことは商業者にまず聞くことが大事だと思って、小倉の中小連をはじめ商

工会議所の商工部会とも密に話をしたうえで、補助事業とかも取り組んでいるところだ。そ

れ以外にも、何をしていいのかわからないという方にも、伴走型の支援をしようということ
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も始めており、商業者に対する支援は真剣に取り組んでいる。 
 
■病院局長 
 （市立病院の独法化、市立大学のように独法化でほとんど議会で論議できなくなるという

ことはないように、について） 

 大学と病院事業では法律上の立てつけが異なる。その中で特に大きいのが中期目標の策定

およびそれに伴う中期計画についてだ。これをしっかり議会でも論議いただきたいと思って

いるし、適宜適切に議会に報告したいと思う。 
 
 
                             以上 
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